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【論文要旨】
本論は，中小企業団地組合の抱える課題の構造を捉え，その解決手法として先進事例が示す事業
の実例から協同組合としての新たな利用形態を模索するものである。
まず，中小企業団地組合の現状と課題を整理する。また，研究の対象を卸商業団地に絞り，それ
に関する政策について，流通構造の改革を皮切りに，まちづくり政策が加わった今日に至るまでの
史的展開を整理する。そして，特に卸商業団地組合の課題が，◯施設の再整備の問題，◯組合員の
減少の問題，◯求心力の低下の問題に大別され，これは団地組合全体に及ぶ課題であることを示す。
次に，中小企業を取り巻く資金調達の環境変化，共同事業へのニーズの変化，組合員の相互交流
環境の変化から，団地組合の課題の構造を明らかにする。また，団地組合は企業のライフステージ
における成長段階を前提にして成り立っているが，成長鈍化や衰退段階にある組合員には対しては
異なった役割が求められるといえる。そこで，協同組合という枠組みが経営改善，抜本的事業再生
においても有効である事例に触れ，またこれを実行する組織体制の変化に成功した事例も扱う。こ
のような先進事例を踏まえ，組合員のライフステージに併せた組合事業の創出と展開が必要と結論
付けている。
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はじめに
団地組合は1960年代の中小企業政策の中心であった高度化，組織化政策の対象となった事業協
同組合である。工業を中心とした中小企業政策の展開については，拙書「地域経済の発展に資する
工業団地組合に関する研究」をはじめ，多くの先行研究がある。そこで，本論は，卸売業を研究
対象として，全国卸商業団地協同組合連合会が「卸商業団地機能向上支援事業」などの政策提言の
事前資料として会員に調査した『組合の課題（問題点，困っていること，要望等）』を出発点に，
卸商業団地組合全体に渡る問題について焦点を絞った研究を行う。それは，卸売業に対する中小企
業政策の先行研究，および筆者が行ったヒアリング調査による実証研究を踏まえながらまとめたも
のである。
第 1 章では，卸商業団地協同組合の現状と課題を整理する。流通近代化政策の展開と90年代以
降の都市政策の対象となり，その中心的役割を求められるよう変化した政策の整理であり，卸商業
団地協同組合の課題をまとめ，それらが団地組合全体に共通する問題であることを示す。第 2 章
では，◯施設の再整備の問題，◯組合員の減少の問題，◯求心力の低下の問題が，団地組合が直面
する構造的な課題であることを明らかにする。また，資金調達の環境変化，共同事業に対する組合
員のニーズの変化に触れ，企業のライフステージにおける成長段階を前提とした団地組合が実態と
の間に齟齬を生じていることを指摘する。第 3 章以降では，従来の団地組合の役割から離れ課題
解決に取り組んだ協同組合の事例を扱い，団地組合の新たな形を模索していく。
第章 卸商業団地協同組合の現状と課題
第節 卸商業団地の今日に至るまでの政策的展開
1960年代初頭の中小企業政策としての法規定は，基本的には製造業を念頭に置いたものであっ
たが，徐々に対象を商業へと拡大していった。これは，製造部門と流通部門の生産性格差が問題
とされたためである。65年の『中小企業白書』においては，卸売業におけるマージン率が大企業
の約 2 倍となっていること，さらに小売業においては規模の大小問わずマージン率が卸売業に比
べ高いことが取り上げられた。そして，その原因として小零細規模の企業が多く，流通機構が複雑
であり，生産性が低く人件費を吸収できないことが挙げられたのである。
こうした課題は，1964年に設置された産業構造審議会流通部会における第 6 回中間報告におい
て，◯流通機能担当者の強化と近代化，◯市場条件の整備，◯物的流通の合理化，◯これらの課題
を果たすための共通の環境の整備としてまとめられた。その上で流通政策の基本的な方向が示され
たのである。すなわち，◯流通機能担当者の強化と近代化のために，組織化，協業化，経営方式お
よび施設の近代化，労働力の確保と人材の教育を推進する。◯市場条件の整備のために，取引慣行
および取引体制の適正化を推進する。◯物的流通の合理化のために，物的流通技術の革新を推進す
る。そして，◯これらの課題を果たすための共通の環境の整備のために，立地条件の適正化，流通
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図表 中小企業高度化資金制度の拡大
資料黒瀬直宏著『中小企業政策の総括と提言』株式会社同友館，1997年，104頁
および寺岡 寛著『日本の中小企業政策』中京大学中小企業研究所，1997年，86頁より作成
※指定業種は1973年までのもの
情報網の形成と統計の改善，流通金融の円滑化を推進するという方針であった。
具体的な中小企業政策においては，対象範囲が次第に拡大されていった（図表 11 参照）。特に，
1963年制定の「中小企業近代化資金助成法」における高度化事業助成制度へ小売商業店舗共同化
事業が加えられたことに関しては，61年に工場集団化事業が高度化事業対象となったことを受け
て，地方卸売商からの強い要望があったといわれている。
また，流通政策の基本方針を受けて，具体的な政策として流通関連施設の整備に貢献したのが
1966年制定の「流通市街地の整備に関する法律（市街地整備法）」である。流通は都市的な産業で
あり，都市部には商業集積が形成されるが，都市化の進展とともに，過密による道路整備の限界や
交通渋滞などの問題を抱えていた。卸売業の流通センターへの集団移転は，そうした課題からの解
決策であったのである。また，卸総合センター構想は，「都市計画との整合性を保持しつつ，都市
機能の再開発に資するものであるべき」として，単なる店舗の集団化から一歩踏み込んだものであ
った。すなわち，商品の荷受け，荷捌き，発送，保管，配送などを共同化する施設やトラック操作
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図表 卸商業団地の共同事業の実施意向（上位)
資料全国卸商業団地協同組合連合会，商団連ビジョン策定委員会，財団法人流通経済研究所編『商団連
事業振興活性化中長期ビジョン策定プロジェクト平成20年度報告書～卸商業団地組合・組合員の課
題と商団連の今後の方向について～』2009年，72頁より作成
場，荷捌き場，保管所，顧客駐車場などの施設の完備が目指された。
また，高度経済成長期には，貨物輸送の需要が増大し，トラック事業，特に路線事業が都市間の
基幹輸送機関として発展した。トラック輸送は，オンタイム・サービスにより在庫を最小限に圧縮
でき，総物流量を低減させる効果があったからである。そのため商品納期に直結する正確性，迅速
性が重視され，中・長距離においても，トラック輸送のシェアが著しく高まった。この結果，大型
トラックによる都市間輸送と小型トラックによる都市内集配の効率化を図るため，両機能の結節施
設の配置と近代化が求められるようになった。さらに，荷主サイドも，物流管理の経営手法が進
み，在庫の集約化を図り，市場に密着した効率的な配送拠点施設を整備する必要が生じた。こうし
た流通センター，卸総合センター，公共トラックターミナル構想が一つになった政策が，市街地整
備法であり，1963年制定の「日本自動車ターミナル法」であった。
この市街地整備法は，農水省，通産省，運輸省，建設省，経済企画庁の 5 省庁の共同所管の法
律で，1970年度までに，東京，大阪，札幌，仙台，名古屋，広島，福岡など主要19都市が流通業
務地区に指定された。その結果，2013年度末時点で22都市，27地区でターミナルが稼働中である。
このように卸売業，物流業の高度化は，都市周辺部への単一業種あるいは複数業種による集団移
転の形で行われた。また，物流機能の連鎖化を推進するため，都市部において複数業種を集約する
方式も取られた。加えて，都市周辺部へのトラックターミナルなどの個別移転も併せて行われたの
である（図表 12 参照）。
したがって，卸商業団地は，都市部に立地する中小卸売業者が協同組合等の集団で郊外に移転
し，「本来の機能を効果的に発揮」することを目指したものである。その結果，中小企業近代化資
金助成法の中小企業卸売業店舗集団化助成制度に基づき，低利融資の対象となった。また，卸団地
の形態としては，◯全国主要都市において中小卸売業を中心に地域流通拠点の形成を目的とした，
大規模卸売業（貸付対象外）も含めた主要業種を網羅する総合卸売団地と，◯繊維，陶磁器などの
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産地卸を中心に構成される単一業種型の 2 つがある。
また，卸商業団地は，工場等集団化事業と同様に，共同事業などの協業で新しい機能の開発を意
図していた。しかし，物的流通面での改善を急ぐあまり，取引面，事務管理面での改善具体策の検
討がなおざりになり，共同経済事業が当初期待されたほど進捗していないという問題が1970年代
前半には指摘されている。さらに，80年代以降には，地方都市において高速道路・インターチェ
ンジの開通に伴い，主に物流機能の強化を目指した建設も行われている。
一方，流通政策と都市政策の連動性を高めるべきとの考え方は，1960年代後半から「商業近代
化地域計画」や産業構造審議会流通部会の第 6 回報告「70年代における流通」などで度々示され
た。これが1992年施行の「特定産業集積整備法」によって，ようやく法制度となり，90年代末か
ら本格的な「（商業を軸とした）まちづくり」施策への取り組みが始まった。このまちづくり政策
は，アメリカなどからの外圧を受けた経済的規制の緩和ないし撤廃という調整政策の分野と，振興
政策の分野を合わせたものであった。具体的な法律としては，まちづくり 3 法といわれる中心市
街地活性化法（1998年施行），大規模小売店舗立地法（2000年施行），改正都市計画法（1998年施
行）であった。
中でも，中心市街地活性化法は，中小小売商業の活性化ではなく，中心市街地を面で捉えた総合
的な対策であること，関係省庁間の連携のもと市町村などが主導権を持って行うものであることに
特徴があった。具体的には，市町村などの基本計画に基づいてタウンマネジメント機関（TMO）
が「商業等の活性化に関する事業」と「市街地の整備改善に関する事業」を事業計画（内容，目標，
実施時期，資金計画など）に落とし込んだ TMO 計画を策定し一体的に推進するものであった。そ
の実態は，企画調整型の TMO は商工会・商工会議所が母体となっていることが多く，企画調整・
事業実施型ではほとんどが第三セクターを母体としていた。2006年 2 月時点で，683地区，624市
町村で中心市街地活性化の基本計画がまとめられたが，TMO 構想が市町村に認定された TMO は
405か所，経済産業大臣の認定を受けた TMO は225機関に留まった。この原因として，自助努力
を前提にしたため TMO の運営費が国の支援対象ではなく，安易に商工会・商工会議所が TMO の
母体とされ，事業実施主体となり得なかったことが指摘されている。企画調整・事業実施型の
TMO においても，施設整備をすれば活性化が図れるといった「箱もの」優先の発想で，企画調整
機能が欠如した TMO があったことが指摘されている。
最後に，2009年度に創設された「卸商業団地機能向上事業」は，全国卸商業団地協同組合連合
会の働きかけに応じて設立されたものである。助成の対象は「団地再整備事業」と「共同事業機能
強化事業」の 2 種類である。実施に際して必要な調査研究，事業化調査，基本計画や詳細計画策
定，システム開発などの費用の一部も助成対象となる。14年度までの集計で「団地再整備事業」
では「再整備」が41.7，「防災・防犯」が22.3，「共同事業機能強化事業」では「環境対策」が
10.7，「リテール・サポート」が6.8を占めている。合計で103の団地組合が対象となった。
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図表 高度化指定卸商業団地数の推移
資料全国卸商業団地協同組合「卸売団地・会員数・企業数の推移」2015年より作成
第節 全国卸商業団地協同組合連合会の会員組合にみる現状と課題
全国卸商業団地協同組合連合会では，会員の50組合に対し，組合の課題について調査し，報告
書にまとめている。本調査は A グループ（18組合），B グループ（15組合），C グループ（17組合）
の計50組合について，「組合の課題（問題点，困っていること，要望等）」としてまとめられてい
る。ちなみに，グループは課題別に分けられ，自由記述により問題とその解決に向けた取り組み
についてありのままにまとめられている。そのため，複数の課題が混在しているが，会員組合50
全体として，直面している課題をまとめると，以下の 3 つとなる。
第 1 に，「施設の老朽化とそれに伴う，建て替え，再整備の必要性」である。ここでいう施設と
は，高度化事業によって建設された組合施設と組合員施設のことである。例えば，組合会館，共同
店舗事業の母体となる建物，物流センターなどがある。この問題の深刻さは，複数の施設に対する
建て替え需要が同時発生していることにある。実際に1961～2000年までの高度化資金は，約40
が集団化事業，約28が施設集約化事業に使われていたが，出資金の受入額は92年以降，右肩下
がりである。
また，卸商業団地の高度化指定団地数も，同様に1963～2000年まで一貫して増加を続けたが，
1975年以降，新規高度化指定団地数は一桁台に落ち込み，2001年以降はゼロとなっている（図表
13 参照）。会計上も，鉄骨鉄筋コンクリート造の建物について事務所用は50年，工場用・倉庫用
のものは38年を経過しており，高度化資金によって建設された施設が老朽化し，建て替えが迫ら
れているといえる。特に，団地組合においては，移転と同時に建設された組合員自身の施設の建て
替え需要も重なっていることから，今後，団地施設の建て替えに必要なさらなる借入に対して組合
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員が及び腰となることが考えられる。さらに，共同店舗事業も，連棟式の施設を選択した組合は，
店舗全ての合意が必要となり，問題解決はさらに困難なものとなっている。
第 2 に，「組合員の減少の問題」は廃業と倒産に分けられる。特に，後継者が確保できず経営者
の高齢化が進んだ場合に廃業となる可能性のある組合員を団地組合側は「廃業予備軍」として把握
している。また，倒産や廃業となった場合，必ず未利用地の問題が生じる。例えば，A 卸セン
ターの場合は，未利用地に新たに進出した大企業の割合が 1/3 を超え，高度化資金の新たな借り
入れを行うことができないという障害が生じている。また，未利用地について，一端は組合が買い
取り，その後，組合員あるいは非組合員に賃貸にする場合もあるが，資金的な負担が大きいという
問題が残る。
第 3 に，「組合への組合員による求心力の低下に伴う問題」である。組合員が入れ替わり，新た
に参入した組合員，あるいは世代交代した組合員が団地組合の事業活動を理解する際に，団地組合
の存在意義や今後の方針が明確ではないために，組合への求心力の低下を招いている。求心力の低
下が問題となっている組合では，共同事業の運営や組合施設の再整備に対する高度化資金の新たな
借り入れなどで合意形成ができない事態に陥っている。また，まちづくり事業への参加意欲にも差
がみられる。
以上 3 つの問題について概観したが，実際は一つの問題が他の問題に影響していることが多
く，団地組合が抱える問題の解決をより困難にしている。とはいえ，全国卸商業団地協同組合連合
会の調査から，卸商業団地協同組合は大別して 3 つの問題に直面していることが把握し得る。
第節 卸商業団地協同組合の課題は団地組合共通の課題
卸商業団地協同組合が直面している課題は団地組合共通の課題といえる。その最大の理由とし
て，組合員の異業種化が進んでいることが挙げられる。組合の実務作業としては，新規参入組合員
の業種に合わせて組合の定款変更により，参入が可能となる。特に，異業種の参入は組合員増加の
手段として進められることから，卸商業団地では工場団地よりも異業種化が進んでいる。
また，製造業でも，例えば全国中小企業団体中央会が行った「工場等集団化制度創設50年 座
談会 工場団地のこれからのあり方を考える」において，C 鉄工団地協同組合の N 専務理事が
「実態は多種多様な業種が集まっている」と述べているように，複数業種の団地組合も多い。こ
の傾向は，組合設立当初の集団化を耐え抜く企業が，必ずしも同業種で埋められないという理由か
ら少なからずみられる。さらに近年では，非製造業が工場団地に立地することさえみられるのであ
る。
つまり，卸商業団地，工場団地といった名称は定款で定められた設立当初の業種を反映したもの
であって，組合員の異業種化が進んでいるのが実態であるといえる。もっとも，全国卸商業団地協
同組合連合会の会員組合員が平均で約48名に対し，工場団地組合における組合員数51名以上の割
合が6.4に過ぎないといった組合員数の違いをはじめ，団地組合それぞれに多様な違いが存在す
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る。
未利用地の問題についても，30.2の団地組合が「組合所有の余剰地，未利用地がある」または
「組合撤退後の未処分地（組合員ないしは第三者が所有）がある」としており，その内の33.3の
組合が未利用地，未処分地の「有効活用策を検討中」としている。さらに，未利用地，未処分地の
活用策として60.5の組合が「第三者への賃貸」を挙げている。そして，団地組合における賃貸料
収入は工場団地組合で24.6，卸商業団地で44.4が主要財源となっており，他の協同組合に比べ
て安定した団地組合の財源確保の手段の一つとなっている。要するに，未利用地の問題は，団地
組合全体が抱える問題といえ，主要財源に関わる影響力の大きい問題だといえよう。
最後に，求心力の低下についてであるが，それは，組合の一体性の維持と共同事業の活性化と密
接に関係している。協同組合全体についての調査ではあるが，共同事業推進上の問題点としては
「共同事業の利用が一部の組合員に偏っている」が39.8，「共同事業利用率の低下」が35.2，
「魅力ある共同事業が見つからない」が33.4で上位を占める。これに対する解決策として，「定期
的に会合を持ち，組合員間の意思疎通を図る」が37.5で，唯一，組合の 3 割以上が賛同する項目
となっている。逆に，団地組合が一体性維持のために講じている対応策（検討中のものを含む）で
は，「既存の共同事業の充実強化」が46.7，「親睦会，イベントの開催」が44.8で上位を占めて
いる。このことから，活発な共同事業が一体性維持に効果があるとの関係性は定かではないが，
少なくとも組合としては，一体性の維持と活発な共同事業は表裏一体の関係にあり，問題解決に資
するものと捉えているといえる。
第章 団地組合の構造的課題
前章において卸商業団地が，◯施設の再整備の問題，◯組合員の減少の問題，◯求心力の低下の
問題に直面しており，これらは団地組合に共通する課題であること示した。そこで，以下では，こ
うした問題が団地組合の構造的な課題であることを明らかにしていく。
第節 高度化資金の完済と組合員の単独借入の増加
団地組合は集団化において高度化資金を利用しているが，現在75.2の団地組合が高度化資金を
完済している。つまり，高度化資金の問題を考える際には，新たな借入について考えておくこと
が重要な視点となる。というのも，1960～70年代の高度経済成長期には 2 桁の金利が必要とさ
れ，低金利で20年の長期融資であることが高度化資金の最も大きな魅力であった。しかし，2015
年の短期借入金利の水準は1.446～1.500，長期借入金利は1.269～1.358と低水準に留まってお
り，2014年度の高度化資金の貸付金利0.75，16年度の0.5と比べて，差は非常に小さくなっ
ている。また，一般に政策として行われる制度融資の場合，支援機関に提出する書類を作成する
事務負担が生じる。低金利のメリットが矮小化した中で，制度融資は民間の金融機関と競合状態に
あるといえる。
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図表 資本金規模別の設備投資推移（四半期移動平均)
資料「法人企業統計調査」より作成
※2007年 13 月間を100としたときの各期の割合
また，団地組合では，組合活動における課題として「規模・業態等による組合員の意識の差の拡
大」が20.1を占める。この規模間格差は，右肩上がりの成長を続け，金融機関から良い評価を
受けている組合員の存在を裏付けている。そのような組合員は単独で民間の金融機関から借り入れ
る方が，負担が少ない状況にあるということである。
さらに，高度化資金の20年という償還期間は，クズネッツの波として知られる建物などの設備
投資を前提としたものと考えられる。1997年以降の資本金規模別の設備投資額の推移をみると，
資本金5,000万円以上の企業は概ね20年周期であるが，5,000万円以下の企業においては大きな変動
の合間でも変動を繰り返す傾向も大きい（図表 21 参照）。こうした大きな変動の原因は，景気変
動の影響によるものと考えられる。つまり，中小企業にとって長期貸付は確かに魅力であるが，貸
付期間において再度の設備投資が必要になる可能性があるからである。また逆に貸付期間において
返済額の負担が当初の想定以上に大きくなることも考えられる。実際，政府系金融機関に対して高
度化資金の貸付について早期返済を申し込んだが金利収入が減ることから断られ，これが負担にな
ったとのT団地組合の声もある。
第節 ハードからソフトな共同事業へのニーズ変化
組合の求心力の低下は，共同事業に対するニーズの変化としても現れている。例えば，協同組合
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全体について現在実施している共同事業の上位項目として，次のものが挙げられる。すなわち「共
同仕入・購入」が38.3，「組合員，従業員の福利厚生」が38.3，「資金の貸付，手形割引」が
27.3，「組合施設（駐車場，会議室等）の賃貸」が27.3である。
次に，団地組合におけるニーズの変化に伴って，共同事業に生じている問題について事例に基づ
いてみていくと，T 団地協同組合では，共同受電事業は各企業の業態変化に伴う電力使用量の差
から見直しが迫られている。O 団地協同組合では，燃料，新幹線のチケット，事務用品などの共
同購入事業の見直しの必要が生じている。協同組合 H 卸センターでは，一般路線業者との競合を
共同配送事業の課題として挙げている。
これら共同購入，共同配送に関するニーズの変化は，一般企業と共同事業間に生じた競合であ
り，卸商業団地協同組合の小売業への進出でも同様の問題がみられる。例えば，協同組合 A 卸セ
ンターでは，周辺にアミューズメント施設が開業したために，既存大型店との競争も激化したこと
が小売業の課題となっている。また協同組合 K 流通センターでは，業界再編により共同物流セン
ターの利用から徹底する組合員が多発して物流量の確保が懸念されている。
このように多額の資金を投じて施設や仕組みをつくるタイプの共同事業においては，事業環境の
変化に伴い，その見直しが迫られているものもある。
逆に，O 団地協同組合をはじめとする団地組合では，駐車場の拡大が求められている。また，H
卸商業団地協同組合のように，緑化率の低下を行政に求める団地組合もある。こうした背景に
は，組合員が自らの敷地内で建屋を増改築し，相対的に駐車場面積が減少し，従業員が組合の駐車
場を利用している事態がある。このような事態は，統計に表れない組合員の活発な事業活動の結果
であるが，非正規社員による駐車場利用の場合は景気に左右される需要が組合側では掴めず，駐車
場の適正規模が分からないといった問題も考えられる。さらには協同組合 S 卸センターのように
防犯カメラを設置する団地組合もある。団地組合全体の傾向として「実施事業のうちで重点と考
えている事業」については工場団地組合の46.2および卸商業団地の78が「組合施設の賃貸」を
第 1 位としてあげており，いずれも「共同仕入・購入」より上位に位置付けているのである。
こうした組合施設の賃貸を組合費補てん手段であると考えると，組合員の事業活動を側面から補
完する事業が望まれている，ということであろう。一方，全国卸商業団地協同組合の調査によれ
ば，卸商業団地協同組合においては，情報交換をはじめとする組合員間のネットワークを求める意
向が多勢を占めることがわかる（図表 22 参照）。
要するに，従来の集団化事業の目玉であった高度化事業を利用した規模の経済の共同事業から組
合員の事業環境を補完する共同事業が求められている，といえるのである。このことは，組合員間
のネットワークの構築が求められていることを示唆してもいるのである。
第節 組合員相互の交流の在り方
団地組合は中小企業等協同組合法を根拠法とする事業協同組合の一種であり，理事会はその必要
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図表 卸商業団地の共同事業の実施意向（上位)
資料全国卸商業団地協同組合連合会，商団連ビジョン策定委員会，財団法人流通経済研究所編『商団連事業
振興活性化中長期ビジョン策定プロジェクト平成20年度報告書～卸商業団地組合・組合員の課題と商団
連の今後の方向について～』2009年，72頁より作成
合議機関とされる。団地組合での組合理事を除いた他の組合員間の交流は，毎月あるいは隔月で
実施される総会や定例会が代表的なものである。団地組合における一体性維持のために講じている
対応策に「親睦会，イベントの開催」が44.8，「各種委員会の設置」が20.7，「業種別部会，青
年部会による情報交換，交流の活発化」が20.7と挙げられている。
組合員間の情報交流について考えると，親密にやり取りできる場であることが求められ，組織体
の数を問う必要はない。そのため理事会や総会に加えて各団地組合が親睦会，イベント，委員会，
業種別部会，青年部会などの場を設けて組合員間の交流を図ろうとしているのであれば，2 割以上
の組合で何らかの策を講じているという数字は必ずしも小さなものではないと考えてもよい。特
に，団地組合は，組合員の経営の近代化，合理化，経済活動の機会の確保を目的とする組織体であ
り，会合もその目的にあったものが求められ，行政からの政策情報の提供や外部の講師を招いての
勉強会などが開催されている。
しかし，団地組合内で今日生じている組合員間での規模の格差や業態の相違，それに異業種化
は，勉強会や情報交換会のあり方に影響を及ぼしている。実際，組合員の事業に違いがある中で
も，できるだけ共通のテーマを模索する組合も存在している。とはいえ，参加するメンバーが同じ
場合には，テーマが重複してしまい，マンネリ化を招いてしまう場合もある。さらに，組合員の情
報交換の面からは，高度化資金の連帯保証の関係がなくなると，互いの事業や業績などの情報も入
り難くなる。
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図表 企業のライフステージと経営課題
資料株式会社商工中央金庫『中小企業の経済学』株式会社千倉書房，2016年，239頁より作成。
こうした組合員間の交流に直接対応していくために，互いに工場見学を行う団地組合もみられ
る。工場見学に従業員レベルで参加する場合，組合内で取引の選択肢を増やすことにも繋がるから
である。
また，団地組合に立地する中小企業は，業界の発展とともに成長してきたことから，業界別の協
同組合にも加入する場合がある。さらに，事業拡大に伴い，複数の団地に立地し，複数の団地組合
に所属している場合もある。実際に C 団地協同組合では，隣接する団地にも多くの組合員が重複
して所属しているのである。
このように複数の協同組合に所属する組合員の場合には，行政との窓口は必ずしも複数である必
要はない。例えば，組合会館の会議室で会合を開く場合は，商工会議所などで会合を開く場合に比
べて，組合員が行政との繋がりに距離を感じてしまうことも考えられる。その場合，団地組合によ
る情報提供の魅力が薄れるため，組合員間の交流の場として明確な機能の発揮が求められるかもし
れない。
これまでにも述べてきたように，団地組合はその成り立ちから，さらなる事業拡大のために移転
してきた組合員による企業集団である場合が多い。これは，組合員のライフステージ上，成長段階
にあり，高度化資金で資金面での支援を受けたといえる。その後，団地設立からの時間の経過とと
もに，組合員は成熟段階に入り，場合によっては成長鈍化，衰退の状況に直面することもある。
そもそも団地組合の教育，研修事業は，◯成長のための資金調達を円滑に進めるためのものであ
ったと考えられる（図表 23 参照）。しかし，団地組合設立後，時間が経ち組合員間の規模や業態
の差が生まれたということは，◯経営改善，◯抜本的な事業改革などに直面している組合員が存在
している，ということでもある。また，組合員の減少，高度化資金の代理返済などは，組合員の業
績不振に関わる問題であることから，団地組合は個別組合員の課題解決のために，◯専門人材・資
金の確保，◯円滑な事業整理に関わった経験があるかもしれない。
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したがって，求心力の低下，高度化資金の新規借入の需要の減少，共同事業に対するニーズの変
化などは，企業が成長段階にあることを前提に作られた組織体や種々の活動がそのままの延長線上
では立ち行かなくなったことを反映している，と考えられる。その場合，それぞれの企業集団に適
した形の組合活用の指針を明確にし，指針にあった活動を促進する必要がある。このことは，団地
組合が団地組合にしかできない役割から離れることを意味するが，そうであっても，そうすること
が実際に新たな道筋を示した協同組合の存在を可能にするのである。そこで次章では，団地組合に
よる新たな協同組合の形を模索していく。
第章 新たな団地組合の利用の形
第節 共同事業の員外利用の促進と公益的な運営
事業協同組合は，1999年から組織体として株式会社へ移行することが可能となった。株式会社
は言うまでもないが，2005年に新設された LLP も営利目的の組合契約であるので，相互扶助は必
要とされない。こうした法改正は，99年の中小企業基本法の自主自立の促進の流れに基づくもの
であって，共同事業の員外利用の促進やそれに伴う独立の流れと合致する。員外利用の増加は，特
に卸商業団地協同組合においては，地域商業を中心とした「まちづくり」への追い風といえよう。
実際，全国卸商業団地協同組合では周辺環境の変化を含め，卸商業団地の街づくりや地域貢献への
取り組み姿勢の変化が迫られているとしている。
例えば，T 商社街協同組合では地区計画の策定や駅周辺の基盤整備，居住環境整備によって団
地エリアの居住人口が1993年の447人から2008年の1,100人へと増加した。近隣の駅の乗降客数も
04～08年の間に 2 倍以上となり，年に 3 万人が利用する公園も整備された。この T 商社街協同組
合では，賛助会員として大手企業のオフィス，大学，コンビニなどの小売業，牛丼チェーン店を含
む飲食店を受け入れた。さらに，組合員に留まらず県内からの出店を募り，年 2 回「にぎわい創
出イベント」として 5 万人が集まる実販イベントを開催している。これは22社の組合員が出店し，
組合出資100の子会社が運営する web 上のショッピングモールの活動を，実販に拡大したもので
ある。T 商社街協同組合は，こうした取組を評価され，04年に「日本まちづくり大賞」や「まち
づくり月間国土交通大臣表彰」などを受賞した。
また T 団地協同組合は，1961年の集団化事業による全国初の商業団地組合であるが，設立当初
より組合員への給食の製造・配送事業を行ってきた。また，同組合は大手完成車メーカーの近隣
に存在することから，給食事業の員外提供も行い，これまでに数度の給食センターの改装や拡大を
行ってきた。現在のところ，給食事業は員外利用が 9 割を占めている。しかも，90年には株式会
社 T 社を設立して共同事業の移管を行った。この株式会社 T 社は，その後，10数年かけて，ガソ
リンスタンドやコンビニエンスストアの運営，駐車場の管理など給食事業以外の共同事業を移管し
ている。なお，株式会社 T の役員は，T 団地協同組合の理事が勤めている。
このような取組を通じて T 団地協同組合は株式会社 T からの収益を得ることで，資金繰りには
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困っていないものの，高度化資金を利用した組合会館や変電所施設の老朽化に伴う建て替えが迫っ
ており，この収益金で建て替え資金を賄うまでには至っていない。そのため，T 団地協同組合の
課題は，株式会社社 T の収益をいかに上げるかが焦点となっている。だが，給食事業は材料費が
高騰する中で価格転嫁し辛い状況にあるし，また団地組合固有の問題も抱えている。というのも，
株式会社 T では，独自に正社員の採用を行っており，非正規社員も働いている。景気が良くなる
とその地域の労働者が大手企業や中堅企業に流れてしまい，労働者の確保が難しい状況にある。そ
の上，大手企業関連の仕事の増減に操業環境が左右される場合も多く，コンビニエンスストア事業
もこの影響を受けている。実際，コンビニエンスストア事業は，フランチャイズ契約で営業時間が
決められており，自由な営業時間を設定できず，他社のフランチャイズへ移行する対応を行った。
今後，株式会社 T の事業拡大のために，別の場所への移転や外部配送業者の活用によって利用
者を増やすことが考えられるし，給食事業も値上げも考えられる。しかし，株式会社 T はこうし
た選択はせず，団地内に立地して組合員のために一般業者よりも安価なサービスを提供することに
自社の存在価値がある，と自認している。そのため株式会社 T の社員は，他の中小企業と比較し
ても多様な事業を行う必要が生じている。T 団地協同組合の事務局長の後継者として株式会社 T
の K 氏が考えられているが，それは，K 氏が共同事業について理解が深いからである。K 氏は，
事務局長として視野の広い人材を育てるという方針の下で多様な経験を積んでいる。
T 団地協同組合では，高度化事業終了後も独自にアンケート調査を行い，組合員の事業や概要
について把握に努めているが，K 氏はこの結果と併せて，燃料の配送などで組合員を頻繁に訪問
している。こうした組合員との交流と共同事業への理解を得て，地域の商業者のためのインフラを
担っていくことが，今後も団地組合の運営方針のカギになるはずである。
以上の事例からは，員外利用の増加や効率の良い組織運営を行うために株式会社化した共同事業
であっても，利益追求以外の経営姿勢をみることができる。T 商社街協同組合は，周辺環境の変
化を肯定的に捉え，賛助会員として新たな街づくりに必要な大学や小売店などを受け入れ，地域主
導でのまちづくりに繋げている。T 団地協同組合では，組合が設立した株式会社 T の成り立ちを
鑑みて，単なる利益追求ではなく，組合や地域企業のためのより公益的な事業運営が行われている
し，新たな団地組合の事務局を担う人事の裾野を広げている。このように，共同事業が株式会社化
して独り立ちしても，独立した企業と協同組合の関係を見つめ直すことから社会的使命を認識する
ことで，単に団地に立地する企業以上の役割を果たすことができるのである。
第節 組合員のニーズに沿った組合事業の再編
企業のライフステージにおいて，成長鈍化の傾向がみられる場合，成長のための資金調達ではな
く，経営改善が必要となる。例えば，協同組合 T 鉄工会は，団地組合ではないが組合員からの要
望を受けて組織体を変更させた協同組合の事例である。
同組合は地域の金属加工業者を中心に150社が加盟するが，組合員の Y 氏は，従来の勉強会が
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図表 か年経営計画の策定に伴う実態把握のための項目一覧
資料全国卸商業団地協同組合連合会，商団連ビジョン策定委員会，財団法人流通経済研究所編『商団
連事業振興活性化中長期ビジョン策定プロジェクト 平成20年度報告書～卸商業団地組合・組合
員の課題と商団連の今後の方向について～』2009年，112頁より作成。
ニーズに即していないと感じていた。Y 氏は二代目経営者であり，事業継承が目下の課題であっ
た。Y 氏は同組合に若手後継者の集まりを開いてくれるよう要望し，経営研究会を発足させた。Y
氏は経営研究会の第 1 期生として，事業継承のノウハウを学ぶ中で，同年代の経営者から他社の
状況を聞くことで心理的に余裕を持つことができたという。その後も協同組合 T 鉄工会の経営研
究会は続いており，地域の工場見学事業や同組合のロボット研究会の活動にも参画している。
一方，K 流通団地協同組合は，デフレの長期化と消費の低迷，相次ぐ大型複合商業施設の建
設，流通構造の急激な変化を問題としていた。これらの解決策の一つとして2005年に「当団地の
将来ビジョン」を策定し，このビジョンに基づき，03年に団地内に立地していた市が運営してい
た K 市流通情報会館の運営を受託することを決めた。これはビジョン策定時に指摘された「情報
会館を団地の施設と位置づけ，展示場を組合の常設展示場としての活用や情報会館との連携強化に
よって情報機能の高度化を図ることで，シナジー効果によって情報会館・当該団地の活性化だけで
なく，当地流通業界全体の活性化に繋がっていく」との考えに基づいている。同組合は，さらに
K 市流通情報会館の運営受託後，市内の経営者や幹部，管理者100名を対象に年 8 回著名人の後援
会を行うビジネス・カレッジを開催している。また流通団地内の飲食店と協力し，中小企業診断士
を先生とする小学生向けの企業家教育を年に 2～3 回行っており，組合員と団地外の業者や市との
合同開催で商品の展示即売会も行っている。K 流通団地協同組合は，この展示即売会を卸売業者
にとってのアンテナショップや組合員と団地外の業者との間の連携の下地となる相互理解の場と捉
えている。
K 流通団地協同組合はまた，2007年から「当団地の将来ビジョン」の具体性を補う 5 か年経営
計画の策定を行った。5 か年経営計画の策定においては，添付の実態分析資料としてビジョンに記
載されたものの数値化が行われ（図表 31 参照），経営計画書の説明を受けた全組合員が K 流通団
地協同組合の実情を知ることとなった。ビジョンだけの説明とは組合員の反応は異なり，賦課金や
配当の問題について理解が得ることもできたのである。
最後に，組合活動が活発な団地組合は不活発な組合に比べて「組合財政基盤の強化」が5.4ポイ
ントほど，「各種委員会の設置」が11.8ポイントほど高くなっている。このことから，活発な組
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合活動と財政基盤をはじめとする団地組合の実態を理解し，委員会を設けるなど組合内に別組織を
設けて活動することは関係性があるといえる。K 流通団地協同組合の事例から，団地組合が本格
的に組合員の問題解決にあたる場合，ビジョンの策定と組合の側からの詳細な実態と数値目標の提
示が組合員の賛同を促すことに有効であることも示唆されるのである。
第節 業界構造に左右されない組合による新事業
二重構造の問題などを抱える中小企業が集団で問題解決にあたることが目的の一つである中小企
業の組織化は，単独ではできない取引を実現することも可能にする。高度化，近代化事業は，中小
企業の生産体制，経営体制を底上げするもので，それらを目的に集まり高度化資金についても完済
した企業の中にはもはや中堅企業と呼ぶべきものもある。
しかし，T 団地協同組合連合会は，大手完成車メーカー M 社や N 社の下請仕事を担う組合員が
多く，住工混在の問題を抱え，市街地での操業が難しくなった鍍金，鍛造，プレスを中心に集団化
した団地組合で構成されている。周辺地域が10人以下の小企業が90に上るにも関わらず，T 団
地協同組合連合会には比較的規模の大きな企業が立地する。大手完成車メーカー M 株式会社との
関係は深く，リコールなどの際には夜通し作業することもあった。しかし，2001年頃からの M 株
式会社の取引条件の変更により，グローバルな取引先の中で 1 円でも安いところが選ばれること
が徹底されはじめた。N 社の代表取締役社長交代の影響もあって，団地内でプレスを行う企業は
なくなった。中国との競争の影響もあり，型鍛造を行う企業は稼働率が悪く儲からないためほぼ全
ての企業が会社を畳んでしまった。
高度化事業による集団化は20社ほどの組合員で始められ，ある企業の下請企業を中心に集まっ
た T 団地協同組合連合会の事例からは，世界生産の流れの中にあって地域内で一定の地位を築い
てきた企業であったからこそ業界全体が落ち込んだときの影響を大きく受けてしまうのである。こ
うした場合には，抜本的事業再生が求められる。
一方，Z 工業協同組合連合会は，協同組合という枠組みが抜本的事業再生で活用できることを示
している。1978年に設立された同連合会の会員組合員のピークは80年の141社であった。業界全体
として昭和初期以降は新規創業が生まれない状態で，企業数，売上額ともに一貫して減少傾向にあ
った。一般消費財が最終製品となるため，同連合会は需要喚起と鋼材の値上がりへの対応を業界の
課題と捉えている。需要喚起については，樹脂やアルミなど他の材料との競合が問題とされるの
で，同連合会は，自分たちが製品を使うことから始めるキャンペーンを展開した結果，想像以上の
成果が得られた。鋼材は大手製鉄メーカーから仕入れているが，その担当者から同連合会に持ち掛
けられたことを機に，組合オリジナル商品を開発した。同連合会の業界は B to B 取引であるが，
製造・小売業者や印刷業者を巻き込んでの活動を行った。オリジナル商品は第 3 弾まで続き，最
終的にメーカーの商品に採用されるほどに人気が出た。その後も，需要喚起事業は PR 推進協議会
を組織して行われている。PR 推進協議会は，これまでの活動に加えて，14年に W コミュニティ
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を発足させた。この W コミュニティは商品を購入した経験があり，多様な価値観を持ち，情報の
発信力が比較的高いと思われる30～60代の一般女性を所属メンバーとした集まりである。商品に
関する理解度や知識，これまでの体験，商品への要望などの今の声を聴取することを目的としてお
り，多様な消費者ニーズを的確に把握し需要創出の促進を図る考えである。
団地組合には周辺地域の優良企業が図らずも集まっている組合もある。Z 工業協同組合連合会の
事例は，B to B 業界でも，最終製品の需要喚起事業を主導することができることを示している。
また同 Z 連合会では，自ら消費者のニーズを察知する人的ネットワークを構築することまで行わ
れている。団地組合であっても，場合によっては，衰退する組合員や業界に対して，抜本的事業再
生ができる事業があるが，その前提には団地組合の方針の策定と組合員の理解が必要であり，場合
によっては定款の変更を伴うことも十分に考えられよう。
第節 組織運営の迅速化
共同事業の員外利用の促進や高度化事業を中心としない教育・研修事業への転換，それに業界構
造に影響を与える新事業の創造，といったものは，団地組合の歴史的な役割と異なって，組織体も
最適化されない。地域創成におけるまちづくりの中心的役割は，行政主導であっても，後付けで求
められるからである。そのため高度化事業を中心としない事業を実施する際には，他の組織体でも
可能な事業となる。例えば，TMO は高度化の範疇であるが，TMO を担う機関として商工会議所
も可能である。現状に即した団地組合の方針を決めた上で，先進事例で指摘した事業に取り組むに
は，組織運営の迅速化が必要である。
協同組合が共同事業を推進する上での問題点として「共同事業の利用が一部の組合員に偏ってい
る」が2.2，「事業設備・施設の陳腐化，老朽化」が3.3，「共同事業の利用率の低下」が0.1，
「共同事業の運営に精通した人材が不足」が0.9で，これらは2008年の調査と14年の調査で増え
た項目である。この中で「共同事業の利用が一部の組合員に偏っている」と「共同事業の運営に
精通した人材が不足」は，従来の事業とは異なる取組を行おうとする団地組合も直面する問題と考
えられる。
例えば，M 商店街振興組合はナイトバザールで全国的に有名になった商店街振興組合で，S 前
理事長は中小企業大学校でも毎年講師を務めている。ナイトバザールはこれまで260回，800種以
上のイベントを行っている。当初は毎月行われていたが，現在は他の共同事業を行うために隔月開
催となっている。なお，同組合は新しい事業を行う際に，独自採算で始め，責任者に任せる体制を
徹底している。任された責任者は，市場が分からない場合は，小規模で始めるなど工夫している。
S 前理事長は，「やりたい組合員が始めて，結果が良ければ残りの組合員が付いてくる」という
考えを持っているので，全国的に有名となり視察者が絶えないナイトバザールではあるが，意識的
に近隣の人々をお客さんとするイベントを心掛けている。というのは，観光客をターゲットにして
しまうと，ブームが過ぎると元の状態に戻ってしまうからである。また S 前理事長は環境整備事
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業などで行政から苦言が入った際には，詳細が分かる担当者にまで事情を聞く姿勢を取っている。
意思決定については，例えばナイトバザールの場合，次回のナイトバザールの出店やイベントの
概要は，その前のナイトバザール終了後の集まりで話し合われる。この話を広報担当者が取りまと
め，出展者などの詳細を載せて，チラシとして組合員内外に配布する。理事会メンバーも次のナイ
トバザールの詳細はチラシを見て知ることとなる。実務作業については，ナイトバザールの場合，
責任者一人で取り仕切っている。ナイトバザール開催の当日も，警察とのやり取りや外部からの出
展者の様子を，同組合の幹部が確認して調整を行っているのである。
M 商店街振興組合の事例を単純に団地組合に当てはめることはできないが，しかし，様々な新
事業を展開する上で，コーディネーターの役割は重要である。コーディネーターが調整役として機
能しているかどうかは，例えば R&D 事業であれば市場価値や行政からの評価に関わる。M 商店
街振興組合に限らず，最低限の組織体で共同事業を行っている商店街振興組合の事例は団地組合の
組織運営においても共通するところがあると考えられる。
むすび 新たな団地組合の利用の形に向けて
前章までに，求心力の低下，高度化資金の新規借り入れの需要減，共同事業に対するニーズの変
化など大きな問題を抱える団地組合において，種々の問題の構造を踏まえて，従来と異なった役割
を担うための事業を展開している先進事例について概説してきた。
さらに，団地組合では，その政策の評価として「もしもこの制度がなかったとしたら」と語られ
ることもある。また，地域商業によるまちづくり政策を加えて，次の二つの性質を団地組合に求
める考えもある。すなわち，既存の団地再整備の必要性を反映した都市政策や地域との連携を求め
る「地域コミュニティ」の性質と，求心力が低下する中で協業の意識が支える「協同組合」の性質
とである。
とはいえ，団地組合はその前提条件の変化に直面している。中小企業を取り巻く資金調達の環境
変化，規模の経済から事業環境の補完を求めるようになった共同事業へのニーズの変化，組合員の
企業としてのライフステージが進んだ結果としての組合員相互の交流の在り方へと，求めるものに
変化が起きている。これに対し，既存組織の延長上で改組や委員会を通じた問題解決が行われてい
る。こうした団地組合の現状は，高度化事業がもたらしたものが大きかったが故に，その枠組みに
囚われ過ぎているとも考えられる。求心力の維持は，組合員が直面する問題解決の役割を果たすこ
とで自然と生じてくるべきものである。こうした考えは協業の意識を否定するものではなく，むし
ろ ICA（国際協同組合同盟）が2020年に向けて示したブループリントにも沿うものである。ブルー
プリントにおいては 5 つのテーマを重視しているが，その中で「持続可能性」は協同組合の優れ
た性質として挙げられおり，これが組合の「アイデンティティ」に基礎を置くものとされているの
である。この「アイデンティティ」は，過去の高度化事業の成果ではなく，現在の組合員の問題
解決に基づくべきであろう。
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図表 各ライフステージにおける団地組合の役割
資料元図は株式会社商工中央金庫『中小企業の経済学』株式会社千倉書房，2016年，239頁より作成。
事実，T 商社街協同組合や T 団地協同組合の事例でみたように，団地組合のビジョンや社会的
使命を改めて明らかにし，その上で共同事業を行うことは員外利用が増えた事業や独立した株式会
社化にまで至った事業でも，団地組合に変化をもたらすのである。つまり，団地での人材育成との
相乗効果や共同事業に従事する者の仕事に対する考え方が協業の精神に基づくようになった可能性
がある。あるいは各組合員のライフステージに沿った共同事業やそのための組織体制の変革が可能
であれば，成長鈍化や衰退の状態から転換する組合員が生まれる可能性もある（図表 41 参照）。
現在の共同事業が組合員の実情に沿わない場合は，中心に据える事業の再考も視野に入れる必要が
あるだろう。その場合，組合員による団地組合への理解や方針の変化への賛同には，K 流通団地
協同組合のように，詳細な実態と数値目標の提示も求められるだろう。
さらに，高度化事業に直接かかわらない事業を実行するには，他の組織体との競合が生じて組織
運営に迅速化をはじめとする変化が必要になるかもしれない。その場合，M 商店街振興組合のよ
うな実績のある協同組合に学ぶことも有効であると考えられる。であれば，Z 工業組合連合会の事
例が示すように，協同組合は衰退する組合員や業界に対して，抜本的事業再生に取り組むことがで
きるのである。
このような抜本的な団地組合の改革に踏み出す前の第一歩として，団地内組合員の再編成も必要
であろう。例えば，C 鉄工団地は 3 期赤字の組合員に対して廃業を進めると公言している。この
考え方の背後には，企業は事業活動を通して社会に貢献しているという考えがある。だが，高度化
資金の枠組内で返済状況によっては財務情報の共有と支援が行われていた団地組合が，組合員間の
取り決めで組合員の経営を後押しし，将来的な組合事業の活性化を図る試みともいえる。
新たな団地組合の利用形態には，多様な手法や方法論があるはずである。しかし，いかなる団地
組合でも，組合員のライフステージに併せた組合事業の創出と展開が必要なのである（図表 41
参照）。
――
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